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第１３回新型コロナウイルス感染症対策本部会議 議事要旨 

１ 開催日時 

  令和２年４月１７日（金） 開会 午後３時００分 閉会 午後４時００分 

２ 開催場所 

  庁議室 

３ 出席者 

  本部長：市長、副本部長：副市長、教育長 

  本部員：企画部長、総務部長、市民生活部長、健康福祉部長、こども子育て部長、

都市整備部長、消防長、教育部長、議会事務局長、監査委員事務局長、 

尾張旭市長久手市衛生組合事務長、総合推進室長 

４ 議事の要旨 

緊急事態宣言を受けての対応について 

⑴ これまでの経緯 

・本市のこれまでの取り組みについては、令和２年１月２８日に指定感染症に指

定がされ、１月３１日に開催された臨時幹部会で、新型コロナウイルス感染症

に関する現状を情報共有し、２月２０日に第１回対策本部会議を開催した。国

や県などからの情報をもとに、小中学校や保育園などの対応、イベントの中止

及び延期、公共施設の利用制限など、本日を含め計１３回の対策本部会議等を

開催し、必要な対応を速やかに行っている。 

 

⑵ 職員の勤務体制 

 ・職員の勤務体制については、これまで職員の健康管理の徹底、業務中における

感染防止、時差出勤の利用促進、臨時事務室の開設、職務専念義務免除の利用

促進を実施してきた。 

 ・今後については、これまでの取り組みに加え、一部の課で実施している、土日

祝日を使用しての交代勤務や在宅勤務といった多様な勤務形態を活用してい

く。 

 ・消防本部では、分散勤務を実施しており、職員に感染が確認された場合や濃厚

接触者となった場合にも、消防業務が継続できるように努めている。日勤職員

では、週休日を振り替えた時間的な分散勤務、また、消防署と本部職員の動線

を区切るゾーニングのルールを明確にした場所的な分散勤務などを実施して

いる。 
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⑶ 市民、事業者への周知、支援等 

・国の緊急事態宣言を受け、市ホームページにおける市長メッセージを更新する。

市民の協力は必要不可欠であり、今まで以上に協力を求める必要があるため、

安全安心メールや保育園などの保護者へのメールにおいても、市長メッセージ

を発信する。 

 

２ その他 

・保育園の利用者は、愛知県の緊急事態宣言後、全体の利用者の約半数程度に減少

しているが、時間外保育の部分については減少していない。 

・児童クラブの利用者は、約３分の１程度に減少しており、児童館の利用者は、国

の緊急事態宣言後、全館で１日２０人程度に減少している。 

・現在、保育園では、県からの保育所等の保育提供に係る縮小依頼を受け、保護者

に対し、家庭での保育が困難で、保育園での保育が必要となる世帯の調査を、４

月２０日を期限に行っている。調査結果を受け、職員体制を見直ししていく方向

である。 

・休業要請に係る協力金（５０万円の支給のうち、２分の１が市の負担）、特定定

額給付金（１０万円の支給）、子育て世代へ臨時特別給付金（児童手当への１万

円上乗せ）に係る補正予算については、適宜調整を進めている。 

・事業者向けの融資制度については、多数の申請がある状況で、国は更なる拡充を

模索している。 

・現在、市が実施している小規模事業者等補助金については、補助対象に新型コロ

ナウイルス感染症の拡大防止に係る項目の追加を検討している。 

・予算は必要としないが、商工会、観光協会と協力して、持ち帰りを実施している

市内飲食店を市ホームページで紹介し、情報発信を行う。 

・職員の勤務体制について、配慮していく一方で、今後給付金等の事務が増えてい

くこととなるが、職員一丸となって対応していく。 


